
 

 

令和６年度緑の募金公募事業 募集要領 

 

 緑の募金を活用した、ボランティア団体等による森林の整備事業及び緑化の推進事業に 

ついて、次に定める事項に基づき募集します。 

「緑の募金公募事業」については、「緑の募金公募事業交付金交付要綱」に規定するもの 

のほか、この募集要領の定めに従ってください。 

 

１ 申請者の条件 

 次の要件を備えた東京都内の団体、法人、グループ等とします。 

（１） 明確に「緑化」を目的とし、政治や宗教的宣伝又は営利活動を目的としないこと。 

（２）申請した事業を自主的に、組織的な活動をもって完遂することができること。 

（３）交付金の使途に係る条件順守が確実であること。 

（４）規約、会員名簿等を備え、活動実績又は活動計画があること。 

（５）東京都暴力団排除条例（平成23年東京都条例第54号）第２条第４号に規定する    

暴力団関係者でない者、東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和62年1月14    

日付61財経庶第922号）別表１号に該当するとして（構成員のいずれかの者が該当す

る場合を含む。）、要綱に基づく排除措置期間中でない者。 

※東京都暴力団排除条例

http://www.reiki.metro.tokyo.jp/reiki/reiki_honbun/g101RG00004199.html 

※東京都契約関係暴力団等対策措置要綱    

https://www.e-procurement.metro.tokyo.jp/documents/pdf20201113142701_1.pdf 

２ 募集対象事業   

東京都内で行う森林の整備事業及び緑化の推進事業で、次のいずれかに該当する 

事業とします。 

 但し、同一の事業で他の機関から助成金等を受けているもの、あるいは受ける予

定にある事業に関しては、原則交付の対象となりません。また、同一区域での他の

助成事業等と重複申請していると認められる場合は、採択しない場合があります。 

（１）林業体験教室、森林環境教育などの普及啓発事業 

（２）森林活動に係る人材育成（指導者の養成研修、講習受講など） 

（３）区市町村や団体の森林、学校林などの造成や保育管理事業 

（４）森林整備・緑化活動（植栽、下草刈り、間伐、林道整備、保全保護等） 

（５）その他、上記に準ずる森林の整備、緑化の推進、または木育等を目的とする事 

業、イベント等 

３ 対象経費 

    苗木代、保険料、保護具代、機械器具代、通信費、消耗品費、指導者謝礼、ＰＲ 

経費、事務費、その他必要と認められる経費に限ります。 

 



 

 

 

※ 団体の通常の運営に要する経費、定期的に発行する機関誌等に要する経費、

関係者（会員、ＯＢ・ＯＧ等）への謝礼、次年度以降にかかる準備用品、そ 

の他対象事業に直接必要と認められない経費等は、対象となりません。 

※ 機械器具の購入に係る１台あたりの対象経費は、チェーンソーは５万円、刈

払機は３万５千円を上限とし、それぞれ２台までとします。その他、３万円 

を超える機械器具の購入に係る対象経費は、３万円を上限とします。 

４ 交付限度額 （１）初めて交付を受ける場合は、１事業２０万円を上限とします。

（２）上記（１）以外の場合は、１５万円を上限とします。 

（３）千円未満は切り捨てとします。 

５ 応募方法  「緑の募金公募事業申請書」（様式1、1の2、1の3）を電子メールで提出 

してください。様式は、当委員会ホームページに掲載しています。 

※ 郵便で提出される場合は、押印が必要です。 

６ 募集期間 

  令和５年１０月１６日（月）から令和６年１月１２日（金）（必着）までとします。 

  なお、交付決定の通知は令和６年３月末日までに申請者に通知します。 

７ 事業実施期間 

  令和６年４月１日から令和７年２月２８日までに完了する事業。 

（概算払請求は令和７年１月３１日（金）まで） 

８ 事業の実施に係る留意事項 

 （１）採択に際しては、新規事業、新規応募団体を優先します。 

 （２）事業の実施に当たっては、申請者の無償の労力提供を原則としています。 

 （３）事業地は、申請者の所有する土地、公共用地及び地権者との貸借関係が明確な借 

地等とします。 

 （４）事業内容を変更する場合は、必ず事前に当委員会へ相談してください。 

（５）事業完了後は、実績報告書を速やかに提出してください。なお、添付する支出が 

証明できる証拠証票（写）は以下のとおりです。（日付、金額、実施する団体の宛 

名、発行者名、領収書(印が必要)。レシートでも可(印不要)。） 

（６）交付金に係る収入、支出を明らかにした帳簿、証拠書類を５年間保管してください。 

（７）事業実施に当たっては、「緑の募金事業」ＰＲに努め、緑の募金活動も実施してく 

ださい。 

（８）事業完了後、当財団のＨＰに掲載することがあります。現場写真の提出を求める場 

合がありますので、その際はご提出のほどよろしくお願いいたします。  

９ 応 募 先  〒190－0013 東京都立川市富士見町３－８－１ 

        （公財）東京都農林水産振興財団内 東京緑化推進委員会 担当：村野、米村 

【電話】０４２－５２８－０６４４  【e-mail】b o k i n @ t d f a f f . c o m 

 

URL  https://www.tokyo-aff.or.jp/site/donation/list16-105.html 


